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おける MBO による企業買収の視点から、中国の MBO の現状および課題を検討する。第四
































 第四章では、企業買収の手法としての MBO は、中国においても敵対的買収・上場廃止（非
上場化）に対する示唆について言及する。上場会社の MBO に関する諸問題に対して、近時















に伴って、日本の会社法および M＆A 指針における上場会社の MBO の規制が中国の将来の
法整備にとって非常に有益な示唆を与えるものと考える。 
中国上場会社の MBO は、支配権を変更するために行われることが多いが、日本の MBO に
おける敵対的買収や株主利益の確保の論議または自発的な上場廃止の方法に関する論議






























３ 中国では MBO の事例が少ないが、近時の日本では MBO の事例が多いことから、日
本での MBO に関する代表的な裁判例、日本経済産業省「公正な M&A の在り方に関する
指針－企業価値の向上と株主利益の確保に向けて－」（以下「2019 年 M＆A 指針」とい
う）などについて整理して、概説的に紹介・検討した上で、中国の上場会社における MBO
の現状と課題について、考察する。とくに、中国の上場会社の MBO に関する具体的な規
制である上場会社買収管理規則 51 条を詳細に検討し、また、数少ない MBO に関する事例
を紹介する。そして、日本の会社法および 2019 年 M＆A 指針における MBO の法制度を
踏まえた上で、中国の上場会社において行われる MBO、敵対的買収、自発的な上場廃止
（非上場化）などに関する企業買収の問題点を検討する。本論文は、結論として、先行す














の基礎となる豊かな学識を示すものであり（本学大学院学位規程 18 条）、合格とする。 
 
 
 
 
